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　放射線診断科は患者さんには馴
染みが薄いかもしれませんが、病
院において実はとても大切な仕事
をしています。最近、ラジエー
ションハウスというドラマにもな

りました放射線技師が撮影した主にCT、MRI、消化管造影、核医学検査（PETなど）などの画
像検査に対し、放射線診断科は画像診断レポートを作成し、各診療科をサポートしていま
す。このように、画像診断はあらゆる臓器が対象となるため範囲も非常に広く様々な知識が
必要となります。また、放射線技師が撮影する画像検査に対し、我々放射線診断医が依頼内
容に適した最適な撮影方法、撮影条件などを指示し個々の患者さんにおいてよりよい、適切
な画像を撮影しています。
　そして、放射線診断科では画像診断以外にもIVR（interventional radiology：画像誘導下治
療）で直接患者さんの治療も行い、様々な科をサポートしております。IVRも同様に馴染みが
薄いと思いますが血管造影・超音波・CTなどの画像ガイド下に経皮的に行う治療で、腫瘍や
血管病変など全身の幅広い疾患に低侵襲性治療を行っています。IVRの手技としては根治的
治療困難例や多発する肝細胞癌に対する肝細胞癌の治療である経皮的肝動脈化学塞栓療法
（TACE）や出血に対するカテーテルを用いた血管塞栓術やCT、超音波を用いて膿瘍（膿）に針
を刺し、ドレナージ（※）を行ったりしています。当院のIVRの特色としては全国に十数台し
かない装置を導入しており、腎癌を凍らせて治療する凍結治療を行っています。緊急時でも
24時間対応できるようにIVRではオンコール体制を取っています。
　現在、医療スタッフは放射線診断医４人、放射線技師30人（放射線治療技師：８人）、看護
師４人、受付４人で日々の診療を行っています。また、他の診療科とカンファレンスを定期
的に行い、困難な患者さんの治療方針を一緒に考え、検討もしています。それから、周辺医
療機関からの画像検査も地域医療連携室を通し積極的にお受けしており、画像診断レポート
を作成し依頼元に返信をしています。
　今後ともよろしくお願い申し上げます。

　地域連携機関の皆さま方には当院の地域連携に格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
　また、患者さんにおかれましても常日頃ご支援をいただき、誠にあり
がとうございます。地域連携だよりのコーナーでは当院の情報をお知ら
せいたしますので、今後ともよろしくお願いいたします。
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　医療の現場から女性が暮らしやすい国について
考えるとき、思い出すことがあります。それは私が
総合診療医（病気を心身から全体的に診療する医
師）について検討する委員会に加わった時のこと
です。総合診療医は年齢にかかわらず診療すると
いう観点から、診療に小児も含むという点につい
ては複数の人の意見の一致がありましたが、性別
にかかわらずという点については消極的で、それに
加え、妊娠女性を対象にしたくないという雰囲気
を感じました。一方、アメリカの家庭医は分娩にさ
え関わることがあるので、妊娠女性の内科的診察
も当然行います。また、妊娠前に利用する妊娠前
相談は家庭医の仕事であり、妊娠後も妊娠のリス
ク評価や喫煙・飲酒、葉酸の摂取、子宮頸がん検
診、ワクチン接種、内科合併症に対する薬剤の調整
（安心な薬への変更）などについても相談に乗っ
ています。それに比べると本邦の医師は一般的に
妊娠と薬について無関心であるように見受けられ
ます。ひとつ例をとってみますと妊娠中・後期に降
圧剤として投与されたACE-IやARBによって胎児
死亡が少なからず起こっているのです。それは本
邦の医薬品添付文書では降圧剤に関して、さほど
危険でない薬剤にまで禁忌になっているために、
本当に禁忌な薬剤を理解していない医師が多いよ
うに思います。
　もう一つ最も有名なケースに経口避妊薬（ピル）
があります。中用量ピルの時代を含めると欧米に
比べて、承認は1960年から実に40年も遅れ、世
界で最も遅い1999年に承認されています。しか
し、望まない妊娠を避けるために自費で経口避妊
薬を服用することを40年間も承認しなかったにも

かかわらず、バイアグラに関しては申請からわずか
半年で承認されているのです。低用量ピルの承認
に反対したのはHIV感染症（エイズなど）の専門
家でありましたが、その多くは男性研究者であり、
また承認について関与したのも40~60歳代の男
性役人でした。望まない妊娠を予防する手段の重
要性を知るのは女性であるのにもかかわらず、女
性が承認の決定に関わっていなかったのです。ま
た、この当時のマスメディアには現在ほど女性も
多く活躍しておらず、10代女性が中絶しているこ
とも、その父親が知ることはあまりありませんでし
た（母親は知っていても）。本邦での承認後、最
近、経口避妊薬は３％～６％（欧米では50～
60％）と急に普及が始まり、現に10代の中絶は減
少しています。
　私が日本産婦人科学会で周産期の医師不足対
応の担当になった2005~６年には、多くの新聞
社、テレビ局の担当記者に女性が増えてきたこと
により、我々の訴えに耳を傾けてくれ、周産期医
療の実情を理解し、社会に向け情報発信してくれ
たように思います。男性記者中心なら、このような
改革は進まなかったであろうと思います。おそら
く、今なら経口避妊薬を承認しないようなことが
起こったとしたら、女性記者をはじめ、女性役人、
女性医師などが黙っているとは思えません。女性
のＱＯＬ（生活の質の向上）を高める重要な意思
決定の場に女性を参加させていないのは問題で
す。今後はこのような場にもきちんと女性も参加
し、本邦が真に女性が暮らしやすい国＝女性に優
しい国に変貌することを期待したいと思います。（※）カテーテルなどを用いて、血液、膿、滲出液、消化液など体内に貯留した液体を体外に排出する

　　　ことをいいます。
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